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教
員
の
数
は
、
い
わ
ゆ
る
「
定
数

法
」
に
よ
っ
て
最
低
基
準
が
決
め
ら
れ

て
い
ま
す
。
そ
の
基
準
に
基
づ
い
て
各

自
治
体
が
決
定
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い

ま
す
。
そ
し
て
、
そ
の
人
数
分
の
三
分

の
一
に
対
し
、
給
与
の
国
庫
補
助
が
行

わ
れ
て
い
ま
す
。 

と
こ
ろ
が
自
治
体
に
よ
っ
て
は
、

「
定
数
法
」
の
基
準
以
下
の
教
員
数
し

か
正
式
採
用
さ
れ
て
お
ら
ず
、
不
足
分

を
「
定
数
内
講
師
」
で
ま
か
な
っ
て
い

る
の
が
実
態
で
す
。 

今
の
教
育
現
場
で
は
、
臨
時
教
職
員

の
先
生
方
が
い
な
け
れ
ば
、
一
日
た
り

と
も
教
育
が
成
り
立
ち
ま
せ
ん
。
学
校

で
は
、
子
ど
も
と
向
き
合
う
て
い
ね
い

な
指
導
が
困
難
に
な
る
な
ど
、
条
件
が

悪
化
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
臨
時
の
先

生
た
ち
は
身
分
が
不
安
定
な
な
か
で

も
、
献
身
的
に
働
い
て
い
ま
す
。
全
日

本
教
職
員
組
合
（
全
教
）・
全
教
北
九

州
は
、
こ
れ
ま
で
臨
時
教
職
員
の
多
用

を
や
め
待
遇
を
改
善
す
る
と
と
も
に
、

正
規
教
職
員
を
増
や
す
た
め
の
施
策
の

変
更
を
国
や
北
九
州
市
に
要
求
し
て
き

ま
し
た
。 

 

北
九
州
で 

「
臨
時
教
職
員
の
集
い
」
を
開
催
。 

 

 

１
月
２
６
日
・
２
７
日
、
北
九
州
に

お
い
て
全
教
主
催
で
「
中
国
四
国
九
州

ブ
ロ
ッ
ク
臨
時
教
職
員
問
題
学
習
交
流

集
会
」
を
開
催
し
ま
し
た
。 

は
じ
め
に
、

「『
教
育
に
臨
時

は
な
い
！
』
を

圧
倒
的
な
合
意

に
」
を
テ
ー
マ

に
、
前
全
教
副

委
員
長
の
今
谷

賢
二
さ
ん
の
講

演
を
行
い
ま
し

た
。
臨
時
教
職

員
問
題
と
は
、

「
臨
時
教
職
員
と
い
う
仕
組
み
（
制

度
）
が
教
育
と
労
働
に
与
え
て
い
る
影

響
」
の
こ
と
で
す
が
、
今
や
臨
時
教
職

員
の
存
在
な
く
し
て
、
日
本
の
教
育
は

一
日
も
動
き
ま
せ
ん
。
に
も
か
か
わ
ら

ず
人
数
等
の
実
態
の
確
定
的
資
料
は
存

在
せ
ず
、
全
教
の
調
査
で
は
、
都
道
府

県
で
非
正
規
率
１
２
．
９
％
、
政
令
市

で
１
４
．
４
％
と
な
っ
て
い
る
現
状
の

報
告
が
あ
り
ま
し
た
。
ま
た
、
臨
時
教

職
員
の
任
用
の
根
拠
に
な
る
法
令
、
な

ぜ
臨
時
教
職
員
が
増
加
し
て
い
る
の

か
、
地
方
公
務
員
法
の
改
正
で
改
善
し

て
い
け
る
こ
と
、
ま
た
潜
む
危
険
性
、

学
校
現
場
で
想
定
さ
れ
る
変
化
な
ど
が

語
ら
れ
ま
し
た
。
参
加
者
か
ら
は
「
教

育
に
臨
時
は
な
い
」
と
い
う
思
い
を
共

有
し
、
子
ど
も
た
ち
の
た
め
に
も
全
教

職
員
で
こ
の
問
題
を
改
善
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
と
い
う
意
見
が
あ
り
ま
し

た
。
こ
の
こ
と
を
受
け
、
参
加
者
で

「
地
元
に
帰
り
待
遇
の
改
善
や
正
規
教

員
を
増
や
す
運
動
に
取
り
組
む
こ
と
」

を
再
確
認
し
ま
し
た
。
こ
の
あ
と
、

「
消
し
ゴ
ム
は
ん
こ
講
座
」
夜
は
「
懇

親
会
」
と
充
実
し
た
一
日
目
で
し
た
。

二
日
目
は
臨
時
教
職
員
の
待
遇
改
善
問

題
な
ど
分
科
会
で
交
流
す
る
な
ど
有
意

義
な
集
会
と
な
り
ま
し
た
。 

  「新聞 全教北九州」 

全教北九州市教職員組合 

発行責任者 中川喜久子 

201９、２月号 

ホームページ:検索 ☞     この新聞はすべての教職員に配布しています 

学
習
会
の
お
誘
い 

テ
ー
マ 

「
１
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制 

っ
て
何
？ 

講
師 

米
田
雅
幸
さ
ん
（
全
教
副
委
員
長
） 

日
時 

２
月
１
６
日
（
土
曜
日
） 

場
所 

ウ
ェ
ル
戸
畑
会
議
室 

 

子どもたちの育ちに「臨時」という言葉はありません！ 
～すべての子どもの成長・発達を保障し、 

すべての教職員に人間らしい労働と生活を！～ 
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「勤務時間に係る労働条件変更について」の緊急の申し入れを行う！                    

教
職
員
の
仕
事
と 

く
ら
し
に
安
心
を
！ 

 

全
教
共
済
春
募

集
が
は
じ
ま
り
ま

す
。
利
益
を
目
的
と

し
て
い
な
い
の
で
、

安
い
掛
け
金
で
充

実
の
補
償
の
共
済

で
す
。 

是
非
検
討
し
て

み
て
く
だ
さ
い
。 

共
済
の
種
類 

①
総
合
共
済 

②
生
命
共
済 

③
医
療
共
済 

④
障
害
共
済 

⑤
年
金
共
済 

⑥
火
災
共
済 

⑦
自
動
車
保
険 

詳
し
く
は
、配
布
中

の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト 

を
ご
覧
く
だ
さ
い 

 
 

 

「働き方改革」関連法の成立を受けて、政府は２月１

日に人事院規則の「改正」によって国家公務員の勤務時

間の条例の上限を定めました。また、総務省は、地方自

治体に対し、人事院規則「改正」に準じて「国家公務員

の措置を踏まえ、超過勤務命令を行うことができる上

限を定めるなど所要の措置を講じるとともに、平成３

１年度４月から適用すべく条例の改正等」を行うよう

求めました。 

そのような動きを受け、文部科学省は１月２５日に

自治体教育長に対し「公立学校の教師の勤務時間の上

限に関するガイドラインの策定（通知）」を発出し、教

育職員の「超過勤務命令の上限の設定等に係る各地方

自治体の勤務時間条例や人事委員会規則等との関係に

ついて所要の措置を講じるよう」指示してきました。 

国家公務員の「超過勤務の上限時間」を教育職員に当

てはめることは、給特法の趣旨と矛盾するものであり

断じて認めるわけにはいきません。また、学校事務 

「
セ
ク
ハ
ラ
・
パ
ワ
ハ
ラ
ア
ン
ケ
ー
ト
」
結
果
報
告
よ
り 

全
教
北
九
州
で
は
、
働
き
や
す
い
職
場
を
目
指
し
て
、
８
年
前
よ
り
隔
年

で
「
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
ア
ン
ケ
ー
ト
」
を
実
施
し
、
深
刻
な
事
象
に
対
し
て
は

解
決
に
向
け
て
、
そ
の
当
事
者
を
含
め
た
話
し
合
い
や
市
教
委
に
対
し
て
通

告
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
社
会
的
に
も
「
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
は
許
さ
な
い
」
と

い
う
意
識
も
高
ま
り
、
こ
の
北
九
州
で
も
減
少
傾
向
で
す
。
し
か
し
、
近
年

の
特
徴
と
し
て
「
同
僚
か
ら
受
け
る
セ
ク
ハ
ラ
」
が
多
く
を
占
め
る
よ
う
に

な
っ
て
い
る
こ
と
が
分
か
り
ま
し
た
。 

受
け
た
セ
ク
ハ
ラ
の
内
容
（
多
か
っ
た
事
象
） 

○
結
婚
・
妊
娠
・出
産
に
関
す
る
こ
と
を
話
題
に
さ
れ
た
り
、
非
難
さ
れ
た

り
し
た
。 

○
必
要
以
上
に
接
近
さ
れ
た
り
、
わ
ざ
と
身
体
に
触
ら
れ
た
り
し
た
。 

○
お
ば
さ
ん
、
女
の
子
（坊
ち
ゃ
ん
）な
ど
の
言
葉
で
呼
ば
れ
た
。 

○
卑
猥
な
内
容
の
話
を
聞
か
さ
れ
た
り
、
卑
猥
な
行
動
を
見
せ
ら
れ
た
り

し
た
。 

○
容
姿
、
年
齢
、
私
生
活
な
ど
を
話
題
に
さ
れ
た
。 

 

「

 

ア
ン
ケ
ー
ト
で
の
「
だ
れ
に
相
談
し
た
か
」
の
項
目
で
は
、
校
長
、
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
相
談
員
、
同
僚
が
多
数
で
し
た
。
ま
た
、
臨
時
教
職
員
の
場
合
、

立
場
が
弱
く
相
談
を
躊
躇
す
る
、
と
い
う
意
見
も
あ
り
ま
し
た
。
働
き
や
す

い
職
場
に
す
る
た
め
に
、
受
け
て
も
、
見
て
も
た
め
ら
わ
ず
、
す
ぐ
に
管
理

職
、
同
僚
な
ど
に
相
談
し
ま
し
ょ
う
。
ま
た
、
深
刻
な
場
合
や
職
場
で
は
解

決
で
き
そ
う
に
な
い
事
象
は
、
全
教
北
九
州
も
力
に
な
り
ま
す
。
是
非
相
談

を
。「
時
短
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
」
も
問
題
に
な
っ
て
い
ま
す
。
働
き
方
改
革
、
勤

務
時
間
の
上
限
規
制
な
ど
が
こ
れ
か
ら
職
場
で
も
具
体
化
さ
れ
ま
す
。
そ
の

時
に
、
働
き
方
（
仕
事
の
仕
方
）
に
対
す
る
締
め
付
け
、
統
制
が
当
然
行
わ

れ
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。
そ
の
摩
擦
か
ら
起
こ
る
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
や
不
満
の

増
加
も
危
惧
し
ま
す
。 

最
後
に
、
女
性
部
ア
ン
ケ
ー
ト
へ
の
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。 

職員・栄養職員・校務員の皆さんの長時間過密労働の容

認し、生活や健康を破壊することにもつながるこの通

知を容認できません。 

全教北九州は、この動向を受け、緊急に市教委に対

し、下記の要求をもとにした交渉を申し入れました。 

【申入れ事項】 

１、「原則として時間外勤務を命じない」とし た

給特法の原則に照らして、教育職員については

勤務時間条例等の上限規定を適用除外とする

こと。 

２、「限定４項目」について「臨時又は緊急のやむ

を得ない必要がある時に限る」とされており、

勤務時間条例等で上限が定められたとしても、

給特法の規定を厳格に守ること。 

３、勤務時間にかかわる労働条件の変更について

は交渉事項であり、議会提出前に組合との交渉

を行うこと。 


